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集団的自衛権の行使を容認する閣議決定を撤回せよ 
 7 月 1 日、政府は集団的自衛権行使を認める閣議決定をした。これまで安倍首相は「強

い日本」、「日米同盟強化」を掲げ、憲法の全面改定、そして 96 条の改定を打ち出し、国家

安全保障会議の設置、特定秘密保護法の成立、武器輸出三原則の見直しと安全保障政策の

実務的な抜本的見直しを進めた。安倍首相の目的は米国と一体となり海外での武力行使や

紛争への軍事力による介入を可能とすることにあり、「専守防衛」という国是を踏みにじる

ものに他ならない。 
 集団的自衛権の行使は、憲法 9 条に違反しているというほかなく、政府解釈においても

繰り返し違憲であることが確認されてきた。集団的自衛権を認めるのであれば憲法改正が

必要不可欠であるはずだ。 
 にもかかわらず、政府は集団的自衛権について正規の憲法改正手続きを経て国民の判断

を問うことなく、一内閣による憲法解釈の変更という形で行った。これは憲法によって権

力を縛るという立憲主義を否定するものだ。 
 さらに議論の進め方についても、集団的自衛権を認めたという既成事実を作るために「紛

争地から避難する邦人を輸送する米艦艇の防護」、「米国本土を狙った弾道ミサイルの迎撃」

といった現実離れをした極端な事例を持ち出し、打ち出した議論を数日のうちに撤回する

という粗雑な姿勢で議論を進めていった。国民からの批判、懸念の声に対しては、「わが国

の存立が脅かされ、国民の生命、自由および幸福追求の権利が根底から覆される明白な危

険がある」等の極めて幅の広く、時の政府の判断によって恣意的な解釈がされる危険性が

極めて高い文言によって、集団的自衛権の行使は「限定」されていると述べるなどごまか

しに終始してきた。 
 そもそも集団的自衛権を行使するということは、日本が武力攻撃をされていないにもか

かわらず他国のために戦争をすることである。日本が集団的自衛権を行使すれば、国際法

上、日本国内全ての自衛隊の基地や施設が軍事目標となり、そこへの攻撃に伴う民間への

被害も生じうる。戦地では日本国民が人を殺し、殺され、人殺しに関与することとなるだ

ろう。 
 このような不誠実で結論ありきの議論で立憲主義を否定し、国民の生命・尊厳を徒に脅

かす今回の閣議決定を我々は許すことはできない。 
 東京保険医協会は国民の命、健康を守る立場から、集団的自衛権の行使を容認する閣議

決定に対し、強く抗議し、その撤回を求めるとともに、政府に対し閣議決定を具体化する

今後の法整備を許さない運動を進めていく。 
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